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戦後我が国では, 社会・経済システムなど,
すべての制度設計が人口増加かつ経済成長を前
提として行われてきた｡ 少子高齢化・人口減少
社会に突入した現在, 人口構成の変化に伴うイ
ンフラの不適合や行政サービスの縮小・低下と
いった問題等が生じ, 社会システム全体が揺ら
ぎ始めている｡ 一方, これまで地縁や血縁によっ
て支えられてきた地域社会では, 住民のライフ
スタイルや価値観の多様化に伴い, 住民間の交
流が停滞し, 地域コミュニティの希薄化を招い
ている１),２),３) ｡ 今後の社会で, 質の高い住民
生活を守っていくには, 既存の社会システムや
行政サービスの総合的な見直しと, これに見合っ
た社会資本の整備が必要である｡        
本研究では, 従来個別に論じられることが多
かった少子高齢化・人口減少に関する問題を総
合的に扱い, 今後の社会に必要であると考えら
れる要素を前提に, 地域に適した生活サービス
のあり方を探ることを目的とする｡           
研究の方法は, 以下に示すとおりである｡
①デルファイ法アンケート調査による社会動
向と生活サービスの考察を通して, 少子高齢化
と人口減少社会に対応した生活サービスの抽出
及び位置付けを行う｡ ②今後の社会動向に対応
した先進的な生活サービスの事例を収集する｡
それらの内容・特徴を把握し, 生活サービスを
特徴付ける要素も探る｡ ③抽出した生活サービ
スの類型化を行い, 分析を行う｡ ④類型化され
た生活サービスを実際の地域で展開する方法を
探る｡                                  
我が国の近未来における社会動向と生活サー
ビス注１) の仮説を立て, それらを検証し, 今後
の社会に必要な生活サービス内容を把握する｡
鹿児島女子短期大学紀要
第44号 (2009) 43～55頁                                                                                                  
古川 惠子＊１ 金久 絵里＊２ 三堂早紀子＊２ 友清 貴和＊３            ＊１          ＊２         ＊２                ＊３         少子化, 高齢化, 人口減少, 生活サービス
＊１鹿児島女子短期大学 教授・博士 (学術)
＊２鹿児島大学大学院博士前期課程
＊３鹿児島大学 教授・工博
まず, デルファイ法注２) による仮説の検証と
その結果を基に社会動向の考察を行う｡ 次に,
調査結果を基に生活サービスの考察を行う｡ 仮
説の設定及び検証方法については少子化を例に
説明を行い, 考察については少子・高齢化, 人
口減少を総合的に扱う｡ 具体的には, ①文献・
参考資料から拾い出した少子・高齢・人口減少
問題に関する語句をインターネットで検索し,
キーワードを抽出する｡ ②抽出したキーワード
を基に社会動向を整理する｡ ③社会動向に対応
する生活サービスを抽出し, 類型化を行う｡ ④
社会動向と生活サービスに対する将来的な仮説
を設定する｡ ⑤設定した仮説を基に, デルファ
イ法注２) を用いたアンケートをインターネット
上で実施する (本調査は２回)｡ ⑥調査結果の
分析・考察より仮説の信頼性を検証する｡        
インターネットの検索より得たキーワードを
少子, 高齢, 人口減少の分野ごとに分類し, Ｋ
Ｊ法注３) を用いて整理する｡ そこで仮説として,
｢社会動向｣ と ｢生活サービス｣ を設定した｡
図１に少子化を例として, 社会動向の仮説を示
す｡ 生活サービスについては, その目的と形態
ごとに類型化を行った｡ 最終的に, 社会動向の
仮説については, 少子化22, 高齢化13, 人口減
少24の計59問を用意した｡ 生活サービスの仮説
については, 少子化14, 高齢化12, 人口減少11
の計37問を用意した｡ 表１に, 少子化を例とし
て生活サービスの分類を示す｡                   
鹿児島大学教員を主な対象として, 我が国の
20年後の社会に対する予測調査をインターネッ
ト上で行った｡ 社会動向については実現可能性
(表２) を, 生活サービスについては, 必要度
と普及時期 (表３) を質問項目に設定した｡ 設
問数が多く, 回答者への負担が懸念されたため,
アンケートを少子化・高齢化・人口減少の３分
野に分け調査を実施した｡ 有効回答数は, 少子
化分野40人, 高齢化分野41人, 人口減少分野46
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人, 計127人であった｡                     
図２に, 社会動向に対する２回の調査結果
(少子化) を示す｡ ２回の回答傾向には大きな
変化は見られないが, １回目で少数だった回答
はより減少し, 高かった回答はより増加すると
いう傾向が見られた｡ 以下, 調査結果の分析で
は第２回結果を用いる｡        
社会動向と生活サービスを総合的に考察する
ために両者の各項目を①教育・保育, ②高齢者
福祉, ③日常生活, ④交流・相談, ⑤就労, ⑥
住民活動, ⑦その他 の７つの領域に分類した｡
調査結果から実現可能性・必要度・普及時期
を点数化し, 比較・考察する｡ 実現可能性と必
要度は10点満点で点数化し, 普及時期は各選択
肢の中間の値を採用し以下の点数演算式で計算
する｡
           
図３に, 社会動向の実現可能性について全体
傾向を示す｡ 各領域の実現可能性を軸として設
定し, 社会動向に対する全項目の平均を ｢総合
平均値｣, 各領域の平均値を ｢領域平均値｣ と
する｡ また項目の分布範囲を表現するために,
軸上に最大値と最小値の幅をプロットする｡
回答の総合平均値は5 3という結果となり,
回答者は社会動向全般の実現可能性について
｢中程度｣ の意識を持っていると考えられる｡
｢高齢者福祉｣ 領域は, 領域平均値が総合平均
値より高いことと項目分布が高位に集中してい
ることから最も実現可能性が高いと予想される｡
一方 ｢交流・相談｣ 領域は, 実現可能性が低い
と考えられている｡
次に, 領域を構成する具体的な項目を示すた
めに３分野において5 3 (総合平均値) を境に,
上位３つを実現可能性が高い項目, 下位３つを
低い項目として取り出し表４に示す｡ 表より高
齢者福祉, 女性の就労環境, 託児環境の整備,
業務効率化は, 実現可能性が高いと考えられて
おり, 在宅保育や地域交流, 地域自治, ゆとり
ある生活に対する実現可能性は低いと予想され
ているといえる｡
以上より, 我が国の近未来では, 高齢者福祉
の充実が最も重視され, ゆとりのある生活や住
民自治の実現可能性は低いと考えられているこ
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■可能性・必要度＝ (｢大｣ 回答者数×10＋
｢中｣ 回答者数×５＋ ｢小｣ 回答者数×2 5＋
｢なし｣ 回答者数×０) ÷総回答者数
■普及時期＝ (｢すでに普及している｣ ×０
＋ ｢０～５年後｣ 回答者数×2 5＋ ｢５～10
年後｣ 回答者数×7 5＋ ｢10～20年後｣ 回答
者数×15) ÷総回答者数
                   
                        
とがわかった｡
             
図４に, 生活サービスの必要性について, 全
体傾向を示す｡ 各領域の必要度を軸として設定
しており, 他の評価基準に関しては社会動向と
同様である｡
総合平均値は7 2という結果となり, 回答者
は生活サービスの必要性に対して ｢中程度｣ 以
上の意識を持っていると考えられる｡ 必要度の
高い領域は ｢高齢者福祉｣ , 低い領域は ｢交流・
相談｣ であり, 生活サービスの必要度の傾向に
ついても, 前稿で明らかとなった社会動向の流
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れを反映していると考えられる｡ 社会動向と同
様に具体的な項目内容を示すため7 2 (総合平
均値) を境に, 上位３つを実現可能性が高い項
目, 下位３つを低い項目として取り出し表５に
示す｡ 必要度が高い項目には, 社会動向におい
て実現可能性が高い結果となった高齢者福祉や
女性の就労環境・託児環境の整備などに加え,
住民で行う防犯サービスが挙げられている｡
一方, 必要度が低い項目には, ｢地域見守り
サービス｣ ｢参加福祉サービス｣ などの地域主
導で運営する福祉サービスが挙げられており,
住民活動による福祉サービスの必要性は低いと
考えられているといえる｡                  
実際に生活サービスがいつ頃実現すると考え
られているか, サービスの必要度と普及時期の
関係性を見ることで考察する｡ 表３で示したよ
うに, 普及時期に対する設問には, ｢普及しな
い｣ ｢０～５年｣ ｢５～10年｣ ｢10～20年後｣ と
設定した｡
まず, 普及時期に対して ｢普及しない｣ の回
答比率が10％を超える項目を抽出し (表６),
｢普及しない｣ の回答割合と必要度を示す｡ 普
及しない理由としては全体的に必要度が低い事
が挙げられる｡ 一方, ｢健康維持サービス｣ ｢公
共交通利用促進サービス｣ のように, 必要度が
総合平均値の7 2に近いことから一定の必要度
はあるが, 実現する 可能性が低いと考えられ
ているものも見られた｡ 高齢化に関しては,
｢普及しない｣ の回答割合が10％を超えた項目
はなかった｡
次に生活サービスの必要度と普及時期につい
て考察する｡ 普及時期は０～５年を初期, ５～
10年を中期, 10～20年後を後期と定義する｡ た
だし, 全項目の回答から ｢10～20年後｣ の回答
が得られなかったため, 後期については省略す
る｡
■少子化分野
図５に少子化分野の結果を示す｡ まず, 全体
傾向として普及時期と必要度ともに広範囲に分
散している｡ 領域別にみると ｢教育・保育｣ は
必要度が高く, 普及時期が広範囲で分布してい
ることから, 項目によっては長期的なスパンで
の整備が必要になると認識されている｡ ｢交流・
相談｣ は, 必要度は低いが普及時期が初期に集
中していることより早期での実現が予想され,
｢住民活動｣ は, 必要性が低く普及時期も比較
的遅いと考えられている｡
■高齢化分野
図６に高齢化分野の結果を示す｡ 全体的に必
要度が高いことが明らかであり, 普及時期も５
～６年以内に分布しているものが多い｡ 領域別
に見ると ｢高齢者福祉｣ は必要度が高く, 初期
に集中していることから, 社会的ニーズの高さ
少子高齢化と人口減少社会に対応した生活サービスに関する研究 古川 惠子 金久 絵里 三堂早紀子 友清 貴和 47                         
に対応して生活サービスが早い段階で普及する
と考えられている｡
■人口減少分野
図７に人口減少分野の結果を示す｡ 全体に必
要度が低く, 領域により初期に分布するものと
中期に分布するものと分かれている｡ ｢日常生
活｣ は初期に集中していることから, 早期実現
が可能であると考えられている｡ 一方 ｢住民活
動｣ ｢交流・相談｣ は中期に集中していること
から, 実現には多少の時間が必要であると考え
られている｡                            
デルファイ法を用いた既往研究４), ５) により,
近未来の社会動向の実現可能性と生活サービス
の必要度・普及時期を予測し, 今後の社会に必
要とされる生活サービスの抽出・位置付けを行っ
た｡ その結果, 72項目 (少子化分野：24項目,
高齢化分野：34項目, 人口減少分野：14項目)
の生活サービスが抽出された｡ 本項では, 既往
研究４), ５) で得られた知見を基に今後の社会動
向に対応した先進的な生活サービスの事例注４)
を収集し, それらの内容や特徴を把握する｡ 同
時に, 生活サービスを特徴付ける要素も探る｡
新聞やインターネット等を利用して収集した
事例数は, 159事例 (少子化分野：51, 高齢化
分野：44, 人口減少分野：64) である｡ それら
をまず, 大きく５つの視点 (事例内容・実施地・
サービス提供者・サービス対象者・サービスの
広がり) から各事例の特徴を整理する｡ 次に,
既往研究の72項目と今回新たに追加した３項目
を含む全75項目のサービスに分類する｡ 内容や
提供形態の類似から取捨選択すると110事例に
整理された｡ その一部を表７に示す｡              
事例の特徴を分析した結果, ５つの視点のう
ち, サービス提供者・事例内容 (サービスの形)
・サービスの広がりの３つがサービスを特に特
徴づける要素として挙げられる｡ これらは, 提
供者・対象者の双方に経済的・時間的・身体的
側面で大きく影響を与えるためと考える｡  提供者
事例収集では, ｢放課後児童クラブサービス
(  8 3)｣ や ｢防犯ボランティア (  11 2)｣ が
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多く見られる傾向があった｡ これらは近年, 共
働きの増加や, 児童を狙った事件が多発してい
ることから, ニーズが生まれ, サービスが発生
したと考えられる｡ また同じ ｢防犯ボランティ
ア｣ であっても, 見守りサービスでは, 老人ク
ラブがボランティアとして小学生の登下校時に
見回るのに対して, 民間組織のサービスでは緊
急時に子機によって助けが発信されれば位置を
確認して助けに行くなど, 提供者が異なれば,
サービス内容や提供範囲に違いが見られた｡
また, 表８に示すように, 約半数に, １つの
提供者が同時に複数のサービスを行ったり１つ
のサービスを提供者間で連携して行なっている
ことが分かった｡ 例として, 高齢者グループホー
ムと児童クラブを併設する ｢放課後児童クラブ
サービス (  8 3)｣ や, 子供の遊び場と子育て
講習会を併せ持つ ｢子育て講習会サービス (  
16 1)｣ などが挙げられるが, 同じ分野内での
サービスの連携が多数を占め, 前者のような分
野をまたがるサービス事例はほとんど見られな
かった｡  サービスの形
｢介護予防サービス (  35 2)｣ のようなマ
ンパワーによる介護を予防するサービスや,
｢交流サロン (  6 1)｣ のように同世代間のふ
れあいを目的とする交流のサービス等, サービ
少子高齢化と人口減少社会に対応した生活サービスに関する研究 古川 惠子 金久 絵里 三堂早紀子 友清 貴和 49               
            
         
スを介してやりとりされるものも多様である｡  広がり
相互扶助による子育て支援を行なう ｢ファミ
リーサポートセンター (  24)｣ は, 自治体ご
とに設置されるが, 提供者 (事前登録会員) と
依頼者の住む地域や内容を考慮して紹介するこ
とにより, 市内全域をカバーする｡ また ｢高齢
者ヘルパー (  29)｣ では, 提供範囲がサービ
ス提供者である高齢者の生活行動範囲によって
限定される｡ このように, 内容や提供者によっ
て, サービスの広がり方や規模に特徴が見られ
た｡                   
前項 で収集した事例は, どれも先進的と言
える取り組みであり, 地域の実情や実験的要素
も多く含んでいた｡ 今後の社会に対応する生活
サービスへと展開するには, 抽出した生活サー
ビスの個別性を見直し一般的な視点で整理する
必要がある｡ 前項で得た知見より, 類型化する
項目を以下の ～ に設定し図８に構成を示す｡              提供手法 (表９の )
①サービスの形, ②行く(対象者)／来る (提
供者), ③サービスにかかる費用発生の有無で
14のパターンに分類する｡  提供と受け入れ関係 (表９の  )
①提供者・対象者の属性分類, ②提供者の支
援形態・単独 協働の分類を行なう｡  広がり (表９の )
一般に人間の行動範囲を規定する要因６) か
ら, ①人やものの量 (規模), ②距離の遠近
(面積 距離), ③時間の長短 (時間), ④圏域を
類型化する｡ これらをもとに類型化した結果を
表10に示す｡         
前項 で収集した75項目全110種類のサービ
スの提供形態を類型化し傾向を探る｡ ｢提供手
法｣ と ｢提供と受け入れ関係｣ は類型化結果を
以下の式により割合 ( ) を出し考察する｡
｢広がり｣ においては, 広がりが例えば町丁
字区～小学校区である場合, それぞれに１ポイ
ント数える｡ このようにして110種類の生活サー
ビスの広がりの総数を出し考察する｡  提供と受け入れ関係
自助の生活サービスは一つもなく, どの分野
も共助・公助によるサービスが大半を占めてい
る｡ 単独 協働に関しては, 少子化分野と人口
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減少分野ではほぼ半々, 高齢化分野では, ほぼ
協働の形で生活サービスを提供していることが
わかる (表11の )｡ また, 市区町村と民間組
織が主な提供者となって次いで   法人, 地
域住民組織が多い (表11の )｡  提供手法
マンパワーや情報 (交流) サービスが多く,
物や情報 (通信機器) の形をとるサービスは少
ない｡ 少子化・人口減少分野では, 対象者が自
ら行きサービスを受けるという形がほとんどで
あったが, 高齢化分野では, 行くサービスに加
え, 提供者が来てサービスを受ける形も見られ
る (表12)｡  広がり
全体的な傾向として, サービスの多くが町丁
字区から市区町村の範囲に入るように広がって
いることがわかる｡ また, 少子化・高齢化・人
口減少の３分野それぞれにおいても, 多くのサー
ビスが狭域と中域の境界辺り (中学校区) が軸
となって町丁字区から市区町村にサービスが広
がっている (表13)｡
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前項で類型化した生活サービスを地域で実践
するには, 類型化で設定した項目を地域の要素
におきかえ展開する必要がある｡ そこで本項で
は, 類型化した生活サービスを地域に展開して
いく方法を探ることを目的とし, 類型化で設定
した項目に地域の要素を対応させた図９をもと
に分析していく｡
ここでは, 前項 の知見より狭域的な中学校
区エリアを事例として分析する｡ 以下に対象地
域の概況を位置 (地理的環境) と土地利用から
おさえる (図10)｡
①皇徳寺中学校区注５) (以下, 皇徳寺)
鹿児島市中心部から西に約６㎞離れた丘陵地
にあるニュータウンである｡ 住居専用地域であ
ることから物質拠点が一部に集中しており, ま
た公共交通がバスのみであることから, 移動手
段は自家用車に依存する傾向がある｡
②甲南中学校区 (以下, 甲南)
鹿児島市のほぼ中央部かつ平地に位置する市
街地である｡ 一般住宅と商業地域との複合地域
で, 各種大学や専門学校, 会社が存在し, 20歳
以上の若者層の入れ替わりが顕著である｡ また
甲南は, 公共交通のターミナル拠点でもあり,
非常に利便性の高い地域である｡       ７)                 
生活サービスのニーズを, 人口構成と推移
(図11・12) より推測する｡ 皇徳寺は, 10～20・
45～55歳層が大部分を占める構成となっている｡
図12より, 現在の年少人口の割合は, 平成５年
と比較すると約半数にまで減少し, 急速に少子
化が進んでいる｡ また老年人口の割合は図11と
照らし合わせると, 今後確実に高齢化が進んで
いくことがわかる｡ これより, 皇徳寺は著しい
少子高齢化社会を迎えることから, 高齢化分野
の生活サービスが必要であることがわかる｡
甲南は, 他の地域よりも比較的人口が多い地
域である｡ その中でも流入人口の多い20～35歳
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層が大部分を占めている｡ 図12より, 年少人口
が平成13年から現在まで増加しており, また若
者の人口が常に保たれていることから, 今後は
緩やかに老年人口の割合が伸びてくると考えら
れる｡ しかし, 老年人口は他の地域より多いこ
とから, 甲南も高齢化分野の生活サービスが必
要であると考えられる｡                 地域連携の基盤
皇徳寺・甲南ともに公民館審議会や老人クラ
ブなどの地域住民組織が存在する｡ 皇徳寺は町
内会加入率が87 4％と高いのに対し,    法人
は３主体存在する｡ 甲南は, 町内会加入率が48
％と低いのに対し,    法人は16主体存在す
る (表14)｡  中心主体 (サービス拠点) の把握
地域に存在する施設を学校教育, 社会教育,
医療・保健, 社会福祉など７分野に分類し, 地
域に存在する施設を押さえる (表15)｡ 皇徳寺
は公園や狭域施設である自治公民館が多く, 甲
南は高齢者福祉施設が多いのに加え, 市や県単
位の広域施設も存在する｡ ,  で挙げられた施設や主な主体の事業内
容をおさえ, 類型化した生活サービスを展開で
きる拠点数 (表16) と, 提供者を洗い出した｡
皇徳寺の拠点数は, 少子・人口減少分野が約30
％であるのに対し, 高齢化分野は約10％と低く
なっている｡ 甲南の拠点数は, 人口減少分野が
半数を超えており, 少子化分野の拠点数は皇徳
寺より少ないことがわかる｡ 皇徳寺の主な生活
サービスの提供者は, 保育園などの民間組織や
地域住民組織であり, 甲南の主な提供者は, 医
療法人・社会福祉法人などの民間組織や   
法人, 市区町村である｡     
本研究では, 少子高齢化・人口減少に関する
社会問題を総合的に扱い, 現在から近未来を見
据えて, 地域 (狭域) に見合った生活サービス
の展開方法を探ってきた｡
初めにデルファイ法を用いて, 近未来におけ
る社会動向の実現可能性と生活サービスの必要
度・普及時期を予測した｡ その結果, 社会動向
では高齢者福祉, 女性の就労環境・託児環境の
整備といった児童福祉の実現可能性が高いと予
想され, 在宅保育や地域交流の実現可能性は低
いと考えられていることと, 生活サービスでは,
社会動向を反映して, 高齢者福祉サービスや育
児サービスの必要度が高く, 普及時期も早いと
考えられていること, 住民活動によるサービス
では, 取り組みすやすい身近なサービスである
防犯サービスの必要度は高いと考えられている
が, 特別な施設や人材を必要とする福祉サービ
スの必要度は低いと予想されていることが明ら
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かになった｡
次にこれらを基に今後の社会動向に対応した
先進的事例よりサービスの内容を把握し, 生活
サービスを特徴付ける提供者・サービスの形・
広がりの３視点を洗い出した｡
続けて, 新聞等から得られた先進的な事例を
基に, 提供手法・提供と受け入れ関係・広がり
といった観点を設定し, 75項目全110種類のサー
ビスを類型化した｡ そして類型化した生活サー
ビスの提供形態 (提供手法・提供と受け入れ関
係・広がり) の傾向を探った結果, サービスそ
れぞれに固有の特徴がある中, 少子化・高齢化・
人口減少の３分野に共通する傾向が得られた｡
分析によって得られた傾向は, ①マンパワー
や情報 (交流) によるサービスが圧倒的に多い｡
②どの分野においても公助・共助によるものが
大半を占め, その中でも市区町村と民間企業が
主体となっている｡ また約半数のサービスが協
働の形で提供者を構成している｡ ③多くのサー
ビスが町丁字区から市区町村の範囲に入るよう
に広がっている, ということである｡
類型化したサービスを地域で展開するには,
サービスのニーズを考慮すると, 展開できる拠
点に加え, 今回の分析対象の郊外団地 (皇徳寺)
・旧市街地 (甲南) ともに, 高齢化分野のサー
ビス拠点を構築する必要があると考える｡ また,
生活サービスを展開する中心主体は, 前者では
地域住民が, 後者では多種多様な民間組織や   法人が中心になってくると考えられる｡
類型化で設定した項目を地域の要素におきか
え, それらの地域の要素を分析し, 地域へと展
開していく方法を狭域的な中学校区エリアで具
体的に探った結果, 類型化した生活サービスを
中学校区において実践する際に, まず必要と考
える視点が３つあると考えられる｡
①土地用途, 位置 (地理的環境)
地域の概況をおさえるとともに, サービスの
提供可能な範囲や移動に要する負担などが大き
く変わるため考慮する必要がある｡
②人口の構成と推移
サービスの場合, 対象地域の人口構成により
サービスのニーズが異なるためおさえておく必
要がある｡
③町内会加入率, 自治組織, 施設
地域のニーズに対応するには, まず展開でき
るサービス拠点を洗い出すことが必要である｡
そのためには, 地域に存在する施設に加え, 地
域住民のつながりや   法人による自主的な
活動をおさえておく必要がある｡
①②③の要素をおさえることで, 類型化した
生活サービスの提供者を地域の実情に見合うよ
うに見直すことができる｡ また, サービス拠点
をおさえられ, 拠点のないサービスの構築にも
つながると考える｡
今後は, さらに他の要素について分析をし,
地域に見合った生活サービスへと導いていく｡
また, 他の範囲においても必要な視点を洗い出
していく｡
※本研究は, 日本建築学会大会学術講演梗概
集をまとめたものである｡４), ５), ８), ９), 10) 
注１) 本研究における生活サービス：行政が担ってき
た社会資本の整備や福祉サービスに加えて, ソー
シャルキャピタルを活用した地域福祉サービス
を含む｡
注２) 米国・ランドコーポーレーションが開発した予
測手法｡ 有識者に同一内容のアンケート調査を
繰り返し, 意見を収斂させ, 未知の問題に対し
信頼性の高い見通しを得るための方法｡
注３) ブレーン・ストーミングなどで出されたアイデ
アや意見を１枚ずつ小さな紙に書きそれらを小
グループから大グループへと組み立てて図解し
ていき問題解決を図る方法
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注４) 本研究における生活サービス事例：現在, 少子
化・高齢化・人口減少対策として新聞などの各
種メディアで注目され, 取り扱われている既存
の生活サービス事例
注５) 厳密には, 皇徳寺中学区は皇徳寺台１～５丁目
に加え, 五ヶ別府町・山田町・中山町も含まれ
るが, 本稿では, ニュータウンの特徴に注目す
るため, ３町丁字は考慮しない｡
注６) 校区公民館とは, 小学校区を単位にしてＳ48年
に設置された公民館制度であり, 小学校の敷地
内に設置された社会教育施設である｡
注７) 地域福祉館とは, 地域住民の福祉の増進に寄与
する施設で, 簡易老人憩の家・福祉ルーム・児
童ルームを設置している｡    
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